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 本研究の⽬的は，⽇本を対象として戦後から現代にいたる社会調査から得られた数量データ
を利⽤して，職業構成・待遇・職業移動についての分析から⾃営業の変容を明らかにすること
である．対象とする調査データは 1955 年から 2010 年である．よって，本研究の問題関⼼は，
戦後⽇本の⾃営業がどのような変容を経験したのか，熟練職と販売職を軸とする従来の⾃営業
層から姿を変えつつあるとすれば，その実態がなぜ⽣じているのかを計量社会学的なアプロー
チによって分析することにある．各章の分析は社会階層論の研究枠組みに基づいて検討した．
第 2 章から第 5 章までの分析の結果は，次のようにまとめられる． 
 第 2 章では，2000 年代の⾃営業者は常時雇⽤者と⽐べるとどのような働き⽅の特性を持って
いるのかを複合的な観点から検討した．2000 年から 2010 年に実施された 8 つの全国調査データ
を統合し，⾃営業者の職業，就労時間，収⼊，働き⽅に関する意識について常時雇⽤者との⽐
較分析を実施した．その結果，⾃営業の働き⽅は常時雇⽤と類似する側⾯があるものの，独⾃
の働き⽅となっていることが⽰された．第 1 に，⾃営業と常時雇⽤の職業の構成は⽐較的若い
世代になるほど専⾨職の⽐率が上昇しているという共通した傾向が⾒られた．従来の⾃営業層
は販売職と熟練職が主であったが，近年の⾃営業は「専⾨職」の存在が⼀つの特徴になってい
ることを⽰した．第 2 に，⾃営業の就労時間と収⼊は常時雇⽤と⽐べると分散が⾮常に⼤き
く，その内部が複雑になっていることを⽰した．第 3 に，仕事における時間的⾃由や独⽴して
働くことを重視する意識は様々な要因を統制したとしても常時雇⽤よりも⾃営業で⾼く，⾃営
業独⾃の志向性を有していることが明らかとなった． 
 第 3 章では，現代の⾃営業層の特徴として「専⾨職」が⼀つの鍵を握っていることを踏まえ
て，戦後⽇本の⾃営業の職業が専⾨職化してきたのかを検討した．1955 年から 2005 年までに実
施された 6 時点の全国調査データを⽤いて，「近年の先進諸国の⾃営業は専⾨・技能職が増加し
ている」という「専⾨職化仮説」が⽇本においても成り⽴つのかを検証した．その結果，戦後
⽇本における専⾨職の⾃営業⽐率は年々増加しており，他の職業に⽐べると近年になるほど専
⾨職に就きやすい傾向となっていることがわかった．この意味において⾃営業層は「専⾨職
化」していることを⽰した．ただし，その傾向は⾃営業に限らず雇⽤労働においても専⾨職化
していることが⽰され，「⾃営業と専⾨職の関連が近年になるほど強まっている」と⾔えるほど
明瞭な趨勢は⾒られなかった．その⼀⽅で，⾃営業の専⾨職は常時雇⽤のそれと⽐べると近年
になるほど多様な専⾨職となっていることが明らかとなった．より具体的には，情報処理技術
者，あん摩・はり・きゅう師，デザイナーなどの下層専⾨職が増えていると同時にそれ以外の
職種にも拡がっている状況が⾒て取れた． 
 第 4 章では，⾃営業が専⾨職化することによって何をもたらしたのか，を⾃営業者の職業が
待遇（就労時間・収⼊）に及ぼす影響の側⾯から検討した．具体的には，「⾃営業者は常時雇⽤
者と⽐べると⻑時間の労働／収⼊が低い」という⾃営業者の働き⽅は厳しい労働条件によって
成り⽴っていると捉える「限界仮説」が⽀持されるのかを検証した．データは，2000 年から
2010 年にかけて実施された 8 時点の全国調査データを統合して⽤いた．その結果，⾃営業者は
職業の違い（専⾨職・販売職・熟練職・⾮熟練職）によって待遇の内実が⼤きく異なっている
ことが明らかとなった．とくに，専⾨職の⾃営業者は常時雇⽤者に⽐べると就労時間が短いに
もかかわらず，常時雇⽤者と同等レベルの収⼊を得ているという限界的な労働によらない層が
存在していることが⽰された．さらに，専⾨職のスキルレベルによって下層と上層に区分した
ところ，⾃営業の下層専⾨職の収⼊は常時雇⽤の専⾨職（下層／上層）よりも低く，⾃営業の
販売職に近い収⼊であった．その⼀⽅で，⾃営業の熟練職の就労時間と収⼊は専⾨職や販売職
と⽐べると均質的なものとなっていることが⽰された．現代⽇本の⾃営業の待遇は職業ごとに
⼤きく異なっており，⾃営業の内部は極めて異質なものとなっていることがわかった．その背
景には専⾨職の存在があることを明らかにした． 
 第 5 章では，専⾨職化する⾃営業の要因を説明するために，ミクロ的な要因とマクロ的な要
因が職業別の⾃営業への参⼊／からの退出に与える影響を検討した．労働⼒調査と 2005 年に実
施された全国調査データを合併したデータを⽤いて，「失業率の上昇は雇⽤の受け⽫となる⾃営
業への参⼊を促す」という景気変動による「循環仮説」が⽀持されるのかに重点を置いて検討
した．その結果，失業率の上昇は販売職への参⼊を抑制する傾向が⾒られること，加えて，⾃
営業への有⼒な供給源であった中⼩企業からの参⼊は失業率の上昇時にはそのルートが閉ざさ
れる傾向が明らかとなった．さらに失業率の上昇時には販売職の⾃営業からの退出が促進され
ていることがわかり，⽇本の⾃営業は景気の低迷期に雇⽤の受け⽫となるような就業形態では
ないことが明らかとなった．⼀⽅，マクロ的要因は⾃営業の熟練職や⾮熟練職への参⼊／から
の退出に影響を及ぼしている関連は⾒られず，ミクロ的要因との結びつきが顕著であることが
明らかになった．⽇本の労働市場全体が専⾨職化する状況において，⾃営業層の⼀翼を担って
きた販売職にとどまりにくいという移動のあり⽅が失業率の上昇とともに⽣じているために，
⾃営業層における専⾨職の存在が相対的に⼤きくなっている可能性を間接的に⽰した． 
 終章では，第 2 章から第 5 章までの分析結果に基づいて，本研究の含意について議論をおこ
なった．本研究の貢献は，⾃営業層は専⾨職を⼀つの軸とする階層になりつつあること，そし
て⾃営業層の専⾨職化はその内部において多様になる傾向が⾒られると同時に，スキルレベル
によって待遇が⼤きく異なる状況を⽣み出すという帰結をもたらしている点を明らかにしたこ
とにある．⾃営業の専⾨職を捉えることは，社会階層論における⾃営業を対象にした研究をさ
らに進展させるために必要な視点であることを提⽰した． 
